
 

徳島県環境負荷低減事業活動実施計画及び特定環境負荷低減 

事業活動実施計画認定要領 
   
（目的） 
第１条 この要領は、環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業 
活動の促進等に関する法律（令和４年法律第３７号。以下「法」という。）に基づく、 
環境負荷低減事業活動実施計画（以下「実施計画」という。）及び特定環境負荷低減事
業活動実施計画（以下「特定実施計画」という。）の認定について、法、環境と調和の
とれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律施行規
則（令和４年農林水産省令第４２号。以下「省令」という。）、環境負荷低減事業活動
の促進及びその基盤の確立に関する基本的な方針（令和４年農林水産省告示第１４１２
号。以下「基本方針」という。）、環境負荷低減事業活動の促進等に関するガイドライ
ン（４環バ第１６１号。以下「ガイドライン」という。）及び徳島県みどりの食料シス
テム戦略基本計画（以下「県基本計画」という。）に定めるもののほか、必要な事項を
定める。 

   
（実施計画及び特定実施計画（以下「実施計画等」という。）） 
第２条 実施計画の認定を受けようとする農林漁業者（以下「申請者」という。）は、様 
 式第１号により実施計画を作成するものとする。 
２ 特定実施計画の認定を受けようとする申請者は、様式第２号により特定実施計画を作 
成するものとする。 

３ 実施計画等の認定を併せて受けようとする申請者は、様式第３号により特定環境負荷
低減事業活動及び環境負荷低減事業活動の実施に関する計画を作成するものとする。 

４ 実施計画等に記載する環境負荷低減事業活動及び特定環境負荷低減事業活動は、以下
の要件に適合したものとする。 

（１）環境負荷低減事業活動 
 ① 農林漁業者が行う事業活動であること。 
 ② 環境負荷の低減を図るために行う県基本計画第３章のⅡの２に記載する事業活動で 
  あること。 
（２）特定環境負荷低減事業活動 
 ① 特定区域内で、集団又は相当規模で行われる事業活動であること。 
 ② 環境負荷の低減を図るために行う県基本計画第３章のⅡの３の別表に記載する事業 
  活動であること。 
   
 （実施計画等の認定申請） 
第３条 申請者は、実施計画等及びその他必要な書類を添付した認定申請書を原則として、 
 居住する（法人の場合は主たる事務所が所在する）市町村を通じて、知事に提出するも 
 のとする。 
  （１）実施計画認定申請書の様式    様式第４号 
  （２）特定実施計画認定申請書の様式  様式第５号 
 （３）実施計画等認定申請書の様式   様式第６号 
２ 前項により実施計画等の提出を受けた市町村長は、内容を確認し、徳島県農林水産部
みどり戦略推進課に提出する（様式第７号、様式第８号又は様式第９号）ものとする。 

 
（実施計画等の認定） 
第４条 知事は、実施計画の認定申請があった時は、その内容の確認、審査を行い、実施
計画に、食品等の流通の合理化及び取引の適正化に関する法律（平成３年法律第５９号。
以下「食品流通法」という。）第２条第３項に規定する食品等の流通の合理化が含まれ
るときは、あらかじめ、中国四国農政局長に協議を行い（様式第１０号）、同意を得る



 
ものとする。 

２ 知事は、実施計画の内容が本要領、法第１９条第５項、基本方針、ガイドライン、実
施計画の認定審査に関する基準（別紙）及び県基本計画に則して適正と認めた場合には、
申請者に対して認定通知書（様式第１１号）を交付するとともに、当該実施計画を認定
したことを関係市町村長へ通知する（様式第１２号）。 

３ 知事は、特定実施計画の認定申請があった時は、その内容の確認、審査を行い、特定 
実施計画に、次の内容が含まれている場合は、あらかじめ、中国四国農政局長に協議を 

 行い、同意を得るものとする。 
 （１）食品流通法第２条第３項に規定する食品等の流通の合理化が含まれるとき（様式 
   第１３号）。 
 （２）特定環境負荷低減事業活動の実施に当たって、補助金等に係る予算の執行の適正 
  化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）第２２条に規定する財産の交付の目 
  的以外の目的の使用等の内容が含まれるとき（様式第１４号）。 
 （３）法第２１条第４項第１号イ及びロに掲げる事項（４ヘクタールを超える農地を含 
  む土地に係るものに限る。）が記載されているとき（様式第１５号）。 
４ 知事は、特定実施計画に、法第２１条第４項第１号イ及びロに掲げる事項が記載され
ている場合は、あらかじめ、農業委員会の意見を聴く（様式第１６号）ものとし、農業
委員会は意見を述べる（様式第１７号）ものとする。 

  農業委員会は、特定実施計画（法第２１条第４項第１号イ及びロに掲げる事項が３０ 
アールを超える農地が含まれる土地にかかるものであるときに限る）の認定に意見を述 

 べようとするときは、一般社団法人徳島県農業会議の意見を聴かなければならない（様 
式第１８号及び第１９号）ものとする。 

５ 知事は、特定実施計画の認定を行う場合において、法第２１条第１７項に基づき、あ 
 らかじめ、当該特定実施計画の内容について、関係市町村長に意見を照会する（様式第 
 ２０号）ものとし、関係市町村長は回答する（様式第２１号）ものとする。 
６ 知事は、特定実施計画の内容が本要領、法第２１条第５項、基本方針、ガイドライン
及び県基本計画に則して適正と認めた場合には、申請者に対して認定通知書（様式第２
２号）を交付するとともに、当該特定実施計画を認定したことを関係市町村長へ通知す
る（様式第２３号）。 

  なお、認定する特定実施計画に法第２１条第６項第１号又は３号に掲げる事項が記載 
されている場合は、知事は、法第２１条第１９項に基づき、当該特定実施計画を認定し
たことを中国四国農政局長へ通知する（様式第２４号）。 

７ 知事は、申請された実施計画等が認定要件に適合しないと判断した場合、認定をしな
い理由を明らかにした上で、申請者に対して不認定通知書により通知する（様式第２５
号又は様式第２６号）ものとするとともに、当該実施計画等を認定しないことを関係市
町村長へ通知する（様式第２７号又は様式２８号）。 

                                               
  （実施計画等の変更） 
第５条 第４条第２項及び第６項に基づき認定を受けた者（以下、「認定者」という。）
が、当該認定に係る実施計画等（以下、「認定計画」という。）を、法第２０条第１項
又は第２２条第１項の規定に基づき、変更しようとするときは、変更認定申請書（様式
第２９号又は様式第３０号）を実施計画等の認定申請書を提出した市町村を通じて、知
事に提出するものとする。 

   変更認定申請書には、省令第９条又は第１４条の規定により、変更後の実施計画等及
び変更前の実施計画等の実施状況報告書（様式第３１号又は様式第３２号）、その他必
要な書類を添付するものとする。 

２ 前項により変更認定申請書の提出を受けた市町村長は、内容を確認し、徳島県農林水 
 産部みどり戦略推進課に提出する（様式第３３号又は様式第３４号）。 
３ 変更認定申請書の認定審査及び認定通知に当たっては、第４条の手続きを準用する。 



 
４ 認定者が、法第２０条第２項又は第２２条第２項の規定に基づき認定計画の軽微な変 
 更をしようとするときは、実施計画等の認定申請書を提出した市町村を通じて、知事に 
届け出る（様式第３５号又は様式第３６号）ものとする。 

５ 前項により変更申請書の提出を受けた市町村長は、内容を確認し、徳島県農林水産部
みどり戦略推進課に届出書を提出する（様式第３７号又は様式第３８号）ものとする。 

 
（認定の取消し） 
第６条 知事は、認定者が認定計画に従って環境負荷低減事業活動又は特定環境負荷低減 
事業活動を行っていないと認められるときは、関係市町村と連携し、認定者に対し是正 

 指導を行う。 
２ 知事は、前項の是正指導を行ったにもかかわらず、長期にわたり改善が見込めない場 
合は、法第２０条第３項又は法第２２条第３項の規定に基づき、その認定を取り消すこ 

 とができる。 
３ 前項により知事が認定を取り消す場合には、その理由を明らかにした上で、通知する 
（様式第３９号又は様式第４０号）ものとし、当該計画を取り消したことを関係市町村 
 長へ通知する（様式第４１号又は様式第４２号）ものとする。 
４ 実施計画等の認定を取り消された者が、農業改良資金等（法第２３条から第２７条ま 
 でにおいて認定農林漁業者に対して貸付の特例を講ずることとしている資金をいう。） 
 を、当該認定を取り消された実施計画等の達成に必要な資金として借り入れている場合 
 は、当該認定を取り消された者は、融資機関に当該借入金に係る実施計画等の認定が取 
 り消されたことを報告するものとする。 
 
（実施状況の報告） 
第７条 知事は、認定者に対し、認定計画の実施状況について必要に応じ、いつでも報告 
 を求めることができる。 
２ 認定者は、認定計画の実施期間の中間年における実施状況について、市町村を通じて 
知事に報告する（様式第４３号又は様式第４４号）ものとする。 

３ 前項により認定計画の実施状況の報告を受けた市町村長は、内容を確認し、徳島県農
林水産部みどり戦略推進課に提出する（様式第４５号又は様式第４６号）ものとする。 

 
（その他） 
第８条 その他必要な事項については、県が定めるものとする。 
   
  附 則 
   この要領は令和５年４月３日から施行する。 
 附 則 
    この要領は令和６年４月１日から施行する。 
  附 則 
    この要領は令和６年４月２３日から施行する。 
 附 則 
    この要領は令和７年３月７日から施行する。 
 附 則 
    この要領は令和７年４月１日から施行する。 
 


